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「電子書籍」「電子ブック」「電子出版」の相違
―― それぞれの概念が表しているもの ――
今 村 成 夫
要旨
「電子出版」「電子ブック」「電子書籍」３種類の用
語の資料上での使用状況と、それぞれの意味を文脈上
で実際に把握することを試みた。「電子出版」と「電
子書籍」は、類似した文脈で、類似した意味で用いら
れている傾向がある。「電子ブック」は、かつて国内
で開発され発表された端末システムを表すために使用
された可能性がある。
　
１．はじめに
2009 年 11 月に米国系企業により、電子書籍端末
としても使用できるタブレット型ＰＣの国際版が日本
国内でも発売された。その後 2010 年５月には、同じ
く別の米国企業の電子書籍端末が国内で発売されるな
ど、国内外のメーカーの参入が相次ぎ、マスメディア
でも大きく取り上げられ、また出版業界等でも「電子
書籍元年」と大きな話題となった1）。
しかし、これ以前、たとえば、1990 年代にも、国
内メーカーが出版物や新聞記事、雑誌記事などを電子
化して読むための端末を開発・発売するなど、類似し
た技術や商品の開発は行われてきた。当時の雑誌や新
聞などの記事上には、「電子ブック」「電子出版」など
の用語が使用されている。そしてこうした用語は、雑
誌記事、新聞記事、図書、さらにはＷｅｂサイト上で
も、それぞれがいまなお使用されている2）。
別の例では、たとえば “ データベース ” と “ データ
バンク ” は、当初は、ほぼ同意で別々の領域で用いら
れていたが、その後意味の異なる用語として使い分け
られるようになったとされる3）。種々の分野において、
このように類義や同義の用語が、同一の領域や隣接領
域でそれぞれ使用されている例が数多く観察される。
また、結果として、同一の領域内でも、こうした複数
の用語が併用されている事例も少なくない。しかし、
場合によっては、うまく使い分けられずに、コミュニケー
ションのプロセスにおいて一定の混乱が生じている事
例も少なくない。
学術分野における用語の標準化の問題は、それぞれ
の学問領域においても古くから指摘されている。たと
えば、国内でもっとも古い理学分野の用語辞典である
「理化学事典」4）の昭和 10 年に発刊された初版のまえ
がきにも、以下のような記述がみられる。
「……今日に於ては重要なる述語の尚ほ一定せぬ
ものが多く，偶と或る部門に於て学会又はその他
の有力者の協定に成るところの学術語彙が存する
場合に於ても，それらが他の部門に於ける慣用述
語と独立に選ばれる如き不便が無いとしない．之
等は更に広い見地に於て述語を統一することの必
要を示す一事例である。……」
　
とりわけ、情報処理の領域や図書館情報学の分野な
ど、他の隣接領域との境目が明確ではない分野や、近
年に創設された新しい領域においては、こうした用語
（術語）標準化の問題が顕著になってきているように
思われる。それぞれの領域で、実際に使用されている
用語の使用状況や意味範囲について考察をおこなうこ
とは有用であろう。
図書館・情報学分野や出版学分野と関わりの深い上
述の「電子書籍」と「電子出版」、そして「電子ブック」
という用語も、こうした事例のひとつであるとみなさ
れる。実際に関連する資料にあたってみると、これら
の用語が散見される。それぞれが何を指し、どのよう
な場合に用いられているのか。経験的には、これらの
用語はほぼ類似した意味で用いられている可能性が高
いと思われるが、こうした用語の相違について、具体
的な調査をおこなった事例はみあたらない。
本稿では、「電子書籍」と「電子出版」、そして「電
子ブック」が、実際の図書や雑誌記事、そして新聞記
事上でどのような文脈で用いられているかの把握をこ
ころみた。
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２．用語「電子書籍」、「電子出版」、「電
子ブック」のメディア上の初出時期 
はじめに、用語「電子出版」、「電子ブック」、「電子
書籍」それぞれが、図書、雑誌記事、新聞記事にはじ
めに登場する時期を確認した。なお、電子ブックにつ
いては、一部の資料上に「電子本」の表現もみられる。
この電子本については、電子ブックの表記のゆれであ
るとみなし、同じグループに加えて調査対象とした。
２．１．初出時期の調査
調査には、以下のオンラインデータベースを利用した。
①新聞記事データベース
「聞蔵Ⅱ」（朝日新聞社）
　
②書誌データベース
「BOOK PLUS」（日外アソシエーツ）
　
③雑誌記事索引データベース
「MAGAZINE PLUS」（日外アソシエーツ）
これらのデータベースを採用した理由は、とりわけ
②と③については、国立国会図書館の蔵書目録データ
ベースおよび雑誌記事索引データベース中のレコード
を網羅し、さらに独自の情報収集によりレコードを追
加しており、現在利用できる各種データベースの中で
も網羅性が高いためである。
朝日新聞オンラインデータベース「聞蔵Ⅱ」（朝日
新聞社）は、1984 年から現在までの記事データベー
スに加え、同紙創刊以来 1984 年までに発行された同
新聞の縮刷版の画像データベースも利用できる。
また、MAGAZINE PLUS は、二次情報データベース
であり、全文検索ではないが、要旨が付けられており、
各資料中の内容についても、簡易な検索が可能である。
２．２．各用語の初出時期
２．２．１「電子出版」
①朝日新聞記事では、1985 年 10 月 10 日朝刊に『東
芝、CD-ROM を商品化』と題する記事を掲載して
いて、その中に『電子出版』の用語が初出している。
② BOOK PLUS による検索では、1986 年に最初に『電
子出版』の記述がタイトル中にみられる。
『電子出版―出版・印刷・情報サービスの未来戦
略』．電子出版研究会編．日本能率協会 1986，
223p 26cm．ISBN4-8207-0331-5
③ MAGAZINE PLUS では、1981 年に最初に『電子出
版』の記述がタイトル中にみられる。
エレクトロニクス―日進月歩の代名詞―未来の辞
書・辞典は電子出版に：ブックガイド 81 知の事
典―ブックガイド―辞書・事典類を中心に / 石田 
晴久　朝日ジャーナル / 1981
２．２．２．「電子ブック」
①朝日新聞記事では、1990 年５月 16 日朝刊に、国
内メーカーのソニーが発売した「電子ブックプレー
ヤー」に関する記事が検索されており、その中に、『電
子ブック』という用語がみられる。
② BOOK PLUS に よ る 検 索 で は、1990 年 10 月 に、
最初に『電子ブック』の記述がみられる。
『世界 CD-ROM 総覧〈Vol.4(1990)〉』 共同計画出
版事業部 Data Net 編集部編 1990.10.10 共同計
画出版事業部 ; 紀伊國屋書店〔発売〕
その目次中で「電子ブック」が最初に使用されている。
③ MAGAZINE PLUS では、1989 年に以下の雑誌記事
中に『電子ブック』の記述が最初にみられる。
「電子ブック - 新しい情報の利用・流通形態」． 
笠原 裕．電子情報通信学会誌， 1989
２．２．３．「電子書籍」
①朝日新聞記事では、1993 年 11 月２日朝刊で、Ｎ
ＥＣが同年 11 月１日に発売した『電子書籍』（商
品名デジタルブック）に関するものである。
　
② BOOK PLUS での検索では、以下の図書がもっとも
古い。
『ライティング スペース―電子テキスト時代のエ
クリチュール』 ジェイ・デイヴィッド・ボルター
著 ; 黒崎政男 ; 下野正俊 ; 伊古田理訳 1994.6.23 
産業図書
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③ MAGAZINE PLUS では、1994 年に最初に『電子書
籍』の記述がみられる。
活字からデジタルに向う Pearson 社 ( 英 ) / The 
Wall Street Journal / 1994
以上により、今回対象とした３種類の用語のうち、
もっとも早期に用いられているのは、「電子出版」で、
1980 年代中期以降よりみられた。次いで「電子ブッ
ク」で、1980 年代末に記述がみられた。また、「電
子書籍」は、1990 年代中期から使用されはじめてい
る。初出の時期の時間的差は、「電子出版」と「電子
書籍」との間でおよそ 10 年ほどであった。
３．「電子出版」「電子ブック」「電子
書籍」３つの概念範囲の調査
ここでは、３種類の用語が表す概念の範囲について、
上記の２節同様に新聞記事データベース、雑誌記事索
引データベース、および書誌データベースを利用して
比較を試みた。
これらのデータベースを採用した理由は、すでに述
べたとおり、データの網羅性が高いと考えられること。
そしてさらに、書誌データベースの場合には、要約が
つけられており、これらの用語が表す概念の範囲を比
較しやすいと判断したためである。
検索した期間は、新聞記事データベースが、1879
年～ 2012 年（1879 ～ 1984 は縮刷版データベース）、
書誌データベースが、1926 年～ 2012 年、雑誌記事
データベースが、1946 年～ 2012 年である。
なお、各用語の使用状況の時期的推移を把握するた
め、1980 年から５年ごとのヒット件数をしらべた。
調査にあたっては、各データベースについて、「電
子出版」「電子ブック」「電子書籍」の３種類の検索キー
を入力して検索をおこない、ヒットしたデータをもと
に、ＫＷＩＣ形式の索引を作成した。
データベースごとのヒット件数は、以下のとおりで
ある。
①新聞記事データベース
「電子出版」295 件
「電子ブック（電子本）」255 件
「電子書籍」931 件
②書誌データベース
「電子出版」312 件
「電子ブック（電子本）」83 件
「電子書籍」304 件
③雑誌記事索引データベース
「電子出版」769 件
「電子ブック（電子本）」190 件
「電子書籍」881 件
出現頻度は、「電子書籍」「電子出版」「電子ブック（電
子本を含む）」の順に多い。
それぞれの用語の五年ごとの出現頻度は、下表のと
おりとなった。
表３．１．新聞記事にみられる出現数の推移（朝日新聞）
1985-
1990
1991-
1995
1996-
2000
2001-
2005
2006-
2010
電 子 出 版 45 67 96 46 39
電子ブック ４ 74 95 56 44
電 子 書 籍 ０ ７ 21 59 68
表３．２．雑誌記事にみられる出現数の推移（朝日新聞）
1985-
1990
1991-
1995
1996-
2000
2001-
2005
2006-
2010
電 子 出 版 225 152 193 161 68
電子ブック ４ 33 49 53 87
電 子 書 籍 ０ 3 39 106 399
表３．３．図書にみられる出現数の推移（朝日新聞）
1985-
1990
1991-
1995
1996-
2000
2001-
2005
2006-
2010
電 子 出 版 68 49 70 78 29
電子ブック 1 15 16 16 22
電 子 書 籍 0 0 1 12 114
「電子書籍」は。1990 年代に最初に登場し、2006
年以降は、使用数はもっとも多くなっている。ただし、
新聞記事の場合には、使用数の差は小さいようである。
４．「電子出版」「電子ブック」「電子書籍」
用語の使用状況と文脈上の意味
それぞれの用語の年代ごとのヒット件数は以下のと
おりとなった。表４．１に、ＫＷＩＣ形式の索引の部
分例を示す。
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表４．１．ＫＷＩＣ形式の索引部分例 
４．１．「電子出版」
３種類のデータベース合計で 450 件ヒットした。
これらの記事や書籍中の意味は、主に以下のようなも
のであった。
表４．２．「電子出版」のそれぞれの文脈上の意味
ファイル名 先行文脈 直前語 キーワード 後続文脈
朝日新聞 樹・放送教育開発センター助教授の話 個人 電子出版 の意義は、マスメディアに握られていた出
朝日新聞 クス、インターネット、CD-ROM による 電子出版 などの最前線を訪ね、現状を取材するとと
朝日新聞 電子出版 に松下が進出　年内にも発売【大阪】
朝日新聞 四日、動画や音声、文字などを組み 合わせた 電子出版 物をつくるための編集ソフトを開発した、と
朝日新聞 放送局などと共同でこの編集ソフトを 使った 電子出版 物づくりに取り組み、年内にも売り出す。
朝日新聞 に着け、生活しています。そして現在は 、 電子出版 物が発行され、出版物にも CDが付いたり、
朝日新聞 Mやフロッピーディスクなど、紙を 使わない 電子出版 物に取り組んでいることが、主要な出版社
朝日新聞 おり、協会では「文字入力の 電子化がさらに 電子出版 物を加速する」と分析している。この調査
朝日新聞 埋め込んだ IC カードが二．〇％あった 。 電子出版 物については、小型の CD-ROMを専用
朝日新聞 D-ROM化された百科事典や 国語辞典など 電子出版 物約百二十種類の閲覧ができる。日本電
朝日新聞 子出版物約百二十種類の閲覧ができる。 日本 電子出版 協会からの寄贈で、閲覧コーナーには同
朝日新聞 インターネットを使った本のカタログ 注文や 電子出版 、広告などの新サービスも始まっている。
朝日新聞 読者を楽しませることにもなる」。アニメ や 電子出版 などマルチユースに活用できる利点も大き
朝日新聞 のオフィス街で既存のケーブル網を利用し 、 電子出版 や株価情報提供など企業向けサービスの
うなものであった。
表４．４．「電子書籍」のそれぞれの文脈上の意味
出版活動、出版・発行サービス
出版物、製品（CD-ROM など）や製品化
関連団体の固有名詞の一部
システム・機器・機材
このうち出版物に関するものが 88 件、出版団体に関
するものが、32 件であった。
４．２．「電子ブック（電子本）」
３種類のデータベース合計で 471 件ヒットした。
これらの記事や書籍中の主題は、主に以下のようなも
のであった。
表４．３．「電子ブック」のそれぞれの文脈上の意味
出版物、製品や製品化
再生装置などの機材・機器
とりわけ、機材・機器の意味での使用が多い。
４．３．「電子書籍」
３種類のデータベース合計で 1400 件あまりヒット
した。これらの記事や書籍中の主題は、主に以下のよ
出版物、コンテンツ、製品や製品化
再生装置などの機材・機器
出版の方式、ビジネス・モデル、サービス・モデル
「電子書籍を読んでいる人はまだ少なかった」「電子
書籍を貸し出している」「電子書籍を取り込める」「電
子書籍コーナー」「情報を電子書籍で」のように、文
脈中で機材・機器や出版物・製品あるいはメディアの
意味で使用している例が半数程度みられた。また、「電
子書籍事業」や「電子書籍で発売する」のように方式・
システムあるいはサービス・モデル、出版に関するビ
ジネス・モデルの意味で用いている例もある。「電子
書籍が読める機器」のように、いわゆる “ コンテンツ ”
の意味で用いている例も複数みられた。
なお、「電子出版」と「電子書籍」が同時に出現す
る資料が 142 件みられた。これらについては、出版
物や機器の意味として「電子書籍」を用い、出版活動
の意味で「電子出版」を用いている傾向があった。
５．「電子出版」「電子ブック」「電子
書籍」３つの概念範囲
前節の結果から、「電子出版」と「電子書籍」は、
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ほぼ類似した意味で用いられている例が多いことが確
かめられた。それぞれが使用されている時期のピーク
は、「電子出版」は、1990 年代後半で、それ以降は
減る傾向が認められる。一方、「電子書籍」は、2000
年代以降に急激に出現数が増えている。これは、米国
でタブレット型ＰＣや、電子書籍端末が開発されはじ
めた頃にあたるとみられる。日本国内ではそれまでは
「電子出版」と表されてきた概念が、米国のタブレッ
ト型ＰＣや電子書籍端末の同国内での発表と発売、さ
らに日本を含む各国での発売により急速に注目を浴び
るなかで、マスメディア等であらたな用語として使用
されるようになったものと推測される。「電子ブック」
は、米国のタブレット型ＰＣや “ 電子書籍 ” の発表に
さきがけて、1980 年代後半から 1990 年代にかけて
日本の国内メーカーにより発表・発売された端末を中
心に使用された用語である。米国の機器が発売された
時期以降に、マスメディア側が従来の表現の重複使用
を嫌い、あらたな表現を採用した可能性も考えられる。
いずれにしても、「電子出版」と「電子書籍」は、類
似した意味で使用されているようである。
「電子ブック」については、多くの資料上で出版物、
製品や製品化、再生装置などの機材・機器の意味で用
いられている。具体的な再生装置などの機材の意味で
の使用が中心的である。この用語の使用時期は前述の
とおり、1990 年代から 2000 年代初頭がピークであ
るようにみえるが、現在も多く使用されている。この
時期、CD-ROM が社会に登場し、国内の電機メーカー
等を中心に、再生装置と辞書などのソフトウエア（現
在でいうアプリとコンテンツ）を収録した CD-ROM
が発売されていた時期であった。こうした背景により、
当時国内で開発され発表された新しい機材や製品を表
す用語として、この「電子ブック」が用いられはじめ
たものと推測される。
６．おわりに
本稿では、「電子出版」「電子ブック」「電子書籍」
３種類の用語の資料上での使用状況と、それぞれの文
脈上の意味を実際に把握することができた。「電子出
版」と「電子書籍」は、類似した文脈で、類似した意
味で用いられている傾向がある。今後は、こうした用
語の使用状況について、さらに定性的な分析と定量的
な検証をおこなってみたい。
　
註および文献
１）「電子書籍元年：iPad ＆キンドルで本と出版業界
は激変するか？」田代真人．インプレスジャパン，
2010
２）たとえば、朝日新聞 2011 年 01 月 04 日朝刊記
事「（メディア激変：182）電子書籍元年、その後：
１　動き出す市場 」など、多くの記事中などで、
「電子書籍」とともに「電子出版」の表現がみう
けられる。
３）「図書館・情報学概論」．津田良成編．勁草書房，
１９８３
４）「理化学事典」．石原純［ほか］編．岩波書店，
1935．この資料は、1945 年以降は、「岩波理化
学事典」のタイトルのもと編集発行が続けられて
いる。なお、引用文中の漢字で、現代漢字に含ま
れないものは翻字した。～
５）『ターミノロジー学：ヴェスターの言語哲学とそ
の応用』．尾関周二［ほか編］．京都，文理閣，
１９８７．
６）『辞書学：その原理と応用』．Ｒ・Ｒ・Ｋ・ハルト
マン［著］木原研三［ほか訳］．東京，三省堂，
1984．
